平成23年度第５回市民福祉推進委員会議事録（要約）
１　開催日時
平成23年12月21日（水）　午後６時30分～８時30分
２　開催場所
市役所特別会議室
３　出席者
（委　員）三島瑞子


　　　　　渡邊順介



　　　　　米澤　薫



　　　　　小野　翠



　　　　　若松博子



　　　　　須崎武夫



　　　　　長谷川泰



　　　　　田中修子



　　　　　岩﨑晋也



　　　　　宮城　孝



　　　　　濱田　孝



　　　　　中川信子



　　　　　平林浩一



　　　　　小泉一夫



　　　　　小林万佐也



（事務局）小川正美（福祉保健部福祉サービス支援室長兼生活支援課長）



　　　　　西田久美子（介護支援課長）


　　　　　井上和信（児童青少年課長）



　　　　　岡本起恵子（介護支援課介護保険係長）



　　　　　布施由子（介護支援課高齢者支援係長）



　　　　　髙橋　治（福祉サービス支援室総合調整担当主査）



　　　　　小原正枝（福祉サービス支援室障がい者支援担当主査）



　　　　　宇野暁行（福祉サービス支援室総合調整担当主事）

４　欠席者
（委　員）　佐藤宗幸　土岐　毅、秋山　實、徳武　孝、小野敏明、福川須美
５　傍聴者
９人
６　内容
会議次第


１　審議事項


　(1)地域福祉計画とりまとめ案について

資料１-１、資料１-２


　(2)福祉基本条例改正案（素案）に対する

資料２、別紙１・２



　   パブリックコメントの結果について




　(3)狛江市第５期介護保険事業計画及び

資料３



　   高齢者保健福祉計画(素案)について


２　報告事項



　(1)新設保育園運営法人選定結果について

（児童青少年課）


　(2)藤塚・駒井保育園定員変更について

（児童青少年課）



　(3)福祉作業所商品の採用について

（福祉サービス支援室）



３　その他

７　会議の結果
委員長：　第５回市民福祉推進委員会を開催いたします。本日の審議事項は、域福祉計画とりまとめ案について、福祉基本条例改正案（素案）に対するパブリックコメントの結果について、狛江市第５期介護保険事業計画及び高齢者保健福祉計画（素案）についての３点となります。それと報告事項が３点あります。

では、事務局より資料の確認をお願いします。

（資料確認終了）

委員長：　それでは、審議事項１「地域福祉計画とりまとめ案について」の説明をお願いいたします。

事務局：　まず、地域福祉計画専門作業部会における検討結果ですが、第４回市民福祉推進委員会の後、作業部会を２回開催し、各所管課で行っている地域福祉に係る取り組みの状況を確認するとともに、地域でのささえあいの活動をより一層推進するためには、どのようにしたらよいかということを中心に検討を行いました。

その結果、各所管課が持っている情報を連携ができないか、その辺を中心に意見が出されました。特に支援を必要とする人の把握という部分では、現状では困っている人からの何かのアクションがない限り、把握できていない。また、同じような取り組みをそれぞれが行っていることも考えられるため、連携が図れないかという意見もありました。さらに、地域の課題などを把握する仕組みや課題を関係機関等につなげる仕組みが重要になるのではないかという意見もありました。地域福祉を推進する仕組みについては、現在、町会や自治会、サロン活動などさまざまな活動が地域では行われていますが、既存の取り組みも横の連携なり、まとめながら行っていくことでいろいろなことができるのではないか。そのためには、やはり関係機関と地域をつなげるコーディネーター機能が必要なのではないかという意見がありました。

続きまして、地域福祉計画とりまとめ案について説明いたします。大きく７つの項目で構成しており、１つ目のはじめにでは計画策定の背景と目的、計画の位置づけ、計画の期間についてまとめています。２つ目の項目の現行計画の進捗評価では、現行計画の４つの視点それぞれについて、どういう状況になっているのかを整理しています。３つ目の地域福祉を取り巻く現況では、アンケート調査、座談会、関係団体意向調査などの結果を踏まえた現況をまとめています。４つ目の項目は基本理念となります。基本理念そのものは現行計画の「人がやさしい、人にやさしいあいとぴあ狛江」を踏襲することとしました。その上で、市民一人ひとりが自分自身の問題として受け止めるべき共通の課題であるとともに、こうした福祉社会を実現するためには、思いやりとささえあいの心を持って尊重し合い、福祉サービスを必要とする人も、必要としない人も、安心して暮らせるまちづくりを進めていく必要があるという考え方としています。５つ目の項目は施策の体系となっており、サービス利用者の立場の尊重、自立支援のための福祉サービスの充実、市民主体による福祉コミュニティづくり、誰もが暮らしやすいまちづくりという構成となっています。６つ目の項目となる施策の方向では、各内容について基本的な考え方を示した上で、“市が行うこと”、“市民や地域、各種団体等に期待する取り組み”をそれぞれ示しています。最後の７つ目の項目は計画の推進方法で、本委員会で毎年度計画全体の進捗を確認・評価し、必要に応じて計画内容の見直しを行うこととし、広報やホームページ等を活用して、市民へ周知を行うとしています。また、計画を推進する体制の一つとして、庁内及び関係機関との事業や施策の調整を行うために、庁内の関係各課、それから関係機関の実務者で構成するプロジェクトチームを設置することとしています。

委員長：　事務局より、専門作業部会による検討結果と計画とりまとめ案を説明していただきましたが、ご意見等はございますか。

委員：　施策の方向の書き方についてですが、“市民や地域、各種団体等に期待すること”という意図としてはすごく分かるのですが、例えば情報提供の充実のところにある「情報を使いこなす力を身に付けましょう」という表現は、確かに期待することなので、もちろん命令ではないし、促しているのでしょうけれども、読んでいる人の立場というか、市民の立場でここまでどうして言われなければいけないのだろうと思わないでしょうか。

市民としてもっとできることとか、この問題について関われることというニュアンスの方がよいのではないかと思います。

委員長：　福祉基本条例に基づいて、こういう表現にしたと思いますがいかがでしょうか。

委員：　その表現については、私もちょっと引っ掛かったのは事実です。それと、“自分の欲しい情報を情報提供機関に伝えましょう”という記述がありますが、この意味が分かりません。この内容についてはその通りだと思いますが、押し付けがましいというというか、もっと市民が取り組むという主体性を尊重するという意味合いを表現した方がよいと思います。

委員長：　それと、ちょっと内容が細かすぎるような気もします。事務局の方もこの辺は迷っているのではないかと思いますがいかがでしょうか。

事務局：　地域福祉計画ということで、やはり市だけでは達成できないこともあることから、市民の方、団体の方とご一緒にやりたいという思いを込めて、このような表現にしました。

委員：　事務局の考えた意図はすごくよく分かります。例えば、先頭にあるはじめにのところで行政だけではやれないし、市民の力を借りてこそ地域福祉ができるので、ぜひ一緒にやりましょうという呼びかけをしてはでしょうか。地域福祉の重要性は高まっているとか、策定することにしましたとか書かれていても、ああそうですかという感じとなってしまいます。あなたたちの問題ですよと投げかけるような文章が入っているとよいかなと思いました。

委員長：　福祉基本条例改正の思想といいましょうか、そういうものをしっかり前文で入れていくということなのではないでしょうか。それと、行政がすべきこと、社会福祉協議会や法人等がした方がよいこと、市民の方たちができること、市民でなければできないことなど、そういうポイントを絞って表記や工夫ができるのかもしれません。

委員：　市民や各種団体等に対するこの表現は、確かに気になったところではあるのですが、市民などへの働きかけをするというこの気持ちはよく分かります。市民も主体性を持ってもらいたいという思いが込められているものと理解したいと思いました。

委員：　でも、例えば、市民ができることとして、いろいろな情報を自分から発信したり、共有したりするということであれば、一緒に作っていくというニュアンスがあった方がよいと思います。全般的にあるべき市民像を提示しているようなニュアンスに見えてしまうのはよくないかなという感じがしました。

委員長：　行政、さまざまな民間団体、市民が協働していくということだと思います。それが福祉基本条例の考え方ですので、それを踏まえてもう少し表現を検討していただければと思います。

これ以外にはいかがでしょうか。大事な点でこれは抜けているのではないかとか、こういうことをぜひ入れたらよいなどについていかがでしょうか。

委員：　この計画の一番の目玉は何なのでしょうか。現行計画と変わった点はどこなのかちょっと見えにくいのかなと思いました。それと現行計画の進捗評価のところで、計画の進捗管理ができていなかったというまとめがありましたが、その割には今後もこれまで通りの進捗管理を行っていくような内容となっている気がしますがいかがでしょうか。

事務局：　新しい部分という点では、福祉基本条例改正に向けた基本的な考え方は、この計画内容にも反映させていただいています。高齢者や障がい者など従来の福祉の対象者という考え方だけなく、支援が必要な人という考え方でまとめています。また、防災に関する内容を丁寧に書かせていただいたというのが、今回の特徴になるのではないかと思います。内容につきましては、現行計画の内容は素晴らしいものだったのですが、達成できなかった部分もあり、引き続き行っていく部分もあります。

進捗管理については、福祉基本条例改正案では計画の評価を行っていくことを明記していますので、その機関としてこの市民福祉推進委員会が担うこととなりますが、庁内や関係機関等で構成するプロジェクトチームを設置し、地域福祉に関する施策や事業の調整を行っていく予定でいます。

委員：　「自立支援のための福祉サービスの充実」に、「ニーズに応じたサービスの提供」という内容がありますが、この部分の“市が行うこと”は漠然としていて、具体的に何をするのかというところをもう一歩書き込んでいただきたいと思います。例えば、NPO法人の立ち上げや運営に関するアドバイスなど、NPO法人の育成支援を進めるということが書かれていますが、市民活動支援センターの整備に向けた話も進んでいますので、もう一歩踏み込んだ書きぶりがあるのではないかと思います。

委員長：　行政がNPOを支援するということは、なかなか難しい部分もあると思いますが、具体的な内容といいましょうか、継続的に具体的な手法などの開発も大事だと思います。
委員：　「市民主体による福祉コミュニティづくり」の「地域福祉活動の推進」に、地域福祉コーディネーターの配置等とありますが、障がい作業委員会ではパーソナル・サポート・サービスの検討をするプロジェクトチームをつくることとしましたが、福祉の枠組みでは事が終わらない部分がすごくあります。地域福祉コーディネーターという概念でよいのでしょうか。地域を動きまわれる人がつないでいかなければいけないということを言いたいのだと思いますが、そのイメージをもうちょっと書いていただけるとよいと感じました。

委員長：　用語の説明は必要ですね。最近、あちこちで地域福祉コーディネーターという言葉が使われていますが、自治体や社会福祉協議会によっても使い方が若干異なります。

事務局：　専門作業部会では、地域福祉を推進する仕組みとして、地域の課題を関係機関につなげる人ということでした。地域の中に入って地域の課題とか、支援が必要な人などを関係機関につなげる立場の人が必要なのではないか。民生委員とかへの相談ではなく、それ以前の問題として話を聞けるような人がいればよいのではないかという意見が出ました。ちょっとイメージが違っていたかもしれませんので、表現を工夫したいと思います。

委員：　今、事務局は民生委員への相談の前段階と表現しましたが、専門作業部会での地域福祉コーディネーターに関する発言の趣旨は、いわゆるプロフェッショナルな人材をイメージしたものです。地域にはいろいろなニーズがあり、そのニーズを該当する専門機関につなげる人、住民とともにそのニーズを解決していく視点も持った人材をイメージしています。実際に立川市をはじめ、50カ所前後でモデル事業が展開されていますので、社会福祉協議会としては、そういうものをイメージした話だったと思います。

委員長：　豊島区でも７～８人くらい配置しているのですが、これは人件費の問題があると思います。社会福祉協議会としては、プロフェッショナルな人材をイメージしているようですが、行政との間でよく調整していただきたいと思います。
それと、「防災・防犯体制の充実」のところで、福祉施設との連携・協力による災害時の受け入れ体制の確保とありますが、災害救助法では福祉避難所が規定されていますので、ぜひ検討していただきたいと思います。

本日はいろいろとご意見をいただきましたので、これらを踏まえ、計画素案の作成をお願いたします。

それでは、次に進みたいと思います。審議事項２「福祉基本条例改正案（素案）に対するパブリックコメントの結果について」の説明をお願いいたします。

事務局：　パブリックコメントの実施にあたっては、11月15日の広報に告知し、４週間の期間をとり、12月13日まで実施しました。実施方法は文書による提出とし、窓口への持参、郵送、ファクス、ホームページの専用ホームから意見を募集する方法で行いました。

その結果、２名の方から６項目のご意見をいただいております。内容は、条例そのものをこう修正すべきだというとことではなく、市の考え方、取り組む姿勢について、ご意見をいただいており、お示しさせていただいております回答を市の回答とさせていただきたいというのが、事務局の考え方です。

改正案そのものには、修正等の意見はありませんでしたので、よろしければお示しした改正案で条例改正を行っていければと思っています。今後の予定としては、本日承認をいただければ、委員長より市に答申をいただき、３月の議会に上程していければと考えております。

委員長：　条例の文言そのものに関してのご意見ではなくて、市の取り組みについてのご意見をいただいたということです。これについてのご質問、ご意見はいかがでしょうか。

（委員了承）

委員長：　ありがとうございました。それでは条例の改正案に関しましては、この素案を委員会として改正案とさせていただき、議会でご審議をいただければと思います。

では、審議事項３「狛江市第５期介護保険事業計画及び高齢者保健福祉計画（素案）について」の説明をお願いいたします。

事務局：　第１章「計画の策定にあたって」では、計画策定の背景ということで昭和22年から24年生まれのいわゆる団塊の世代といわれている方が高齢期を迎え、また、現状としてひとり暮らしの高齢者や高齢者のみの世帯も増えている、認知症高齢者が増加しているということで、高齢者に対する福祉施策の充実が重要課題と認識されているということ。それによって、すべての高齢者を社会全体で支える仕組みづくりが必要になっているということ。特に第５期は地域包括ケアシステムの実現に向けた取り組みが位置づけられています。高齢者を取り巻く現況と課題では、高齢者の人数や世帯数、要介護認定者数と介護保険のサービス利用者数などをまとめるとともに、アンケート調査の結果から見える高齢者のニーズを記載しています。

第２章「計画の基本方向」の施設・居住系サービスの利用者数では、施設サービスのうち、介護老人福祉施設については、平成26年度に定員100人規模の施設を整備するということを見込んでいます。そして、計画の基本理念と基本目標を示しております。

第３章「施策の展開」では、施策の体系で示した基本目標１「自立した生活を継続できる基盤づくり」、基本目標２「支援が必要な高齢者の暮らしを支える仕組みづくり」、基本目標３「質の高い豊かな生活づくり」について、具体的な施策内容を記載しています。

第４章「介護保険サービス事業費の見込み」につきましては、意見をいただいた後にそれを盛り込んだ上で数字を出すということになっておりますので、考え方を示すというところで数字はまだ入っていません。

第５章「計画の推進」では、介護保険推進市民協議会、市民福祉推進委員会における計画の進行をはじめ、関係機関による連携強化、保健福祉人材の育成、医療との連携について示しています。

委員長：　介護保険推進市民協議会での協議結果を踏まえた素案となっていますが、高齢者保健福祉計画の部分を含め、いかがでしょうか。

委員：　小規模多機能型居宅介護の整備を障がい施策も含めてという形でお書きいただいて、本当にありがとうございます。障がい作業委員会とも連携しながら、どういう機能を盛り込んでいくのかということも含めて、ぜひご検討いただければと思います。

委員：　医療との連携強化についてですが、狛江市では在宅介護を重視してきたと思いますが、訪問診療をしていないような話も聞きましたがいかがでしょうか。

事務局：　かかりつけ医が訪問をするということは、現在でも行われています。ただ、初めての方に対して往診をするということはしないということです。それは、電話で相談を受けて解決することがほとんどで、もし訪問してしまうと、狛江市の場合、ひとりで開業して、ひとりで対応している先生がほとんどなので、夜中に緊急ということで訪問診療をした場合、翌日かかりつけ医として来る患者さんのケアができなくなってしまうという現状があり、やらないということではなく、現状では困難だということを聞いております。訪問診療を行っていないことではないということです。

委員：　かかりつけ医がそういう訪問診療を行っていることは私も見たり聞いたりはしておりますけれども、医師がひとりで対応しようとするから大変なのではないかと思って発言しました。ケアマネジャー、看護師など、いろいろな方が加わったネットワークを構築してはどうなのでしょうか。

委員：　歯科医師会もそうなのですが、医師会でもやはり先生方が高齢化しているということで、まして24時間体制、夜中の呼び出しに応じられるかというとなかなか難しいのが実情です。システムとして当番でやりましょうという方法は、なかなか組織としても難しい面があるだろうと思います。

委員：　障がい作業委員会は、医療というよりはどちらかというと相談のところで、24時間対応の話が出ています。何かあったときに相談できるところがないのがすごく問題で、孤立しているというところがあります。小規模多機能型居宅みたいなところで、そういう機能も担ってくれれば、安心して生活していけるのではないかという議論が出ていました。ぜひそういった点も含めて検討いただければと思います。

委員長：医療従事者の方たちの事情も知っておく必要があると思います。全国では、病院や診療所が結構なくなっています。経営難であったり、建て替えが困難であったりということがあります。狛江市の状況をつかみながら、医師だけではなくて、例えば看護師、訪問看護師でもできる、できないなどかなり突っ込んで考えていかないと、掛け声だけで終わってしまうと思います。ぜひ行政も遠慮しないで三師会とよく状況を把握してやっていただきたい。それと、狛江市の高齢者の状況が出ていますが、来年度から非常に大きなターニングポイントになるということは、ご理解いただけるかなと思います。75歳以上の方たちの人数が前期高齢者数と逆転をします。３つ目の特別養護老人ホームを新たに設置するとしましたが、第５期が大きな転換点になっていく３年間ということを１つはご理解いただくとよいのではないかと思います。

十分に議論の時間がなくて申し訳ありませんが、お気付きの点に関しては、事務局までどうぞご意見をお願いいたします。また、パブリックコメントも実施することになっていますので、ご意見をお寄せいただければと思います。よろしいでしょうか。

事務局：　本日、ご意見をいただいた部分もございますが、介護保険推進市民協議会の会長と問題点を整理させていただいて素案とさせていただきたいということと、その素案を市長に答申として上げまして、庁内での決定を受け、説明会やパブリックコメントを実施していきたいと考えております。また、パブリックコメントを実施した後、さらに調整が必要な部分につきましては、介護保険推進市民協議会の会長とやはり調整をさせていただきたいということをご了承いただければと思います。

あと、以前に申しました計画策定スケジュールが、多少遅れているということにつきましても、年内に最終調整をして計画案を完成させるという予定が、年度内２月ぐらいまでずれ込むということがございますので、それも併せてご報告させていただきます。

委員長：　パブリックコメントと市民説明会の日程は、具体的にはどれぐらいになるのでしょうか。

事務局：　実際にパブリックコメントが始まるのは、２月の初めから２週間の予定で調整をさせていただきます。

委員長：　２月の初めから２週間だそうですので、ぜひ周知していただければと思います。よろしいでしょうか。

（委員了承）

委員長：　それでは報告事項「新設保育園運営法人選定結果について」と「藤塚・駒井保育園定員変更について」の２点に関して、児童青少年課より説明をお願いいたします。

事務局：　まずは、新設保育園運営法人選定結果についてです。新設保育園の場所は、狛江駅南口にあります仮園舎の隣にある自転車保管場所となります。狛江市新設保育園運営法人選定委員会における選定につきましては、５月31日の第１回から全４回にわたって選定委員会を開催し、11月４日に運営法人の選定作業を終了いたしました。７月15日に公募説明会を実施し、７月18日から９月19日までの２カ月間の公募期間を設定しまして、最終的に２法人からの事業提案を受けております。書類審査の後、第４回委員会で２法人によるプレゼンテーションおよびヒアリングを実施し、最終的に各委員が総合評価を行いまして、評価シートにより採点し、委員５人の採点を集計した結果、社会福祉法人雲柱社を運営法人として選定しました。

資料の評価得点にもありますように、A法人373点、B法人が雲柱社ですが418点という結果です。決定の理由といたしまして、提案内容は両法人とも遜色はないものの、スケールメリットを活かした多様な保育環境の創出を提案した雲柱社に委員会では決定しております。評価としましては、今回の選定法人は、保育士の配置、保育の質を確保できる職員数、年齢構成、経験年数等への配慮、研修内容、保育指針、保育理念、低年齢児へのグループ保育、障がい児への居場所確保などの保育内容などから、質の高い保育の実践が期待できること、また、法人本部による支援体制が充実しており、現場と法人が一体となった安定的かつ継続的な保育園運営が期待できることなどが主な理由となっております。

この選定委員会の結果を踏まえまして、市といたしましても11月８日の庁議において、雲柱社を新設保育園運営法人として決定しております。今後は、スケジュールに沿って平成24年４月開設に向けて進める予定です。

続きまして、藤塚・駒井保育園定員変更についてです。現在、公共施設再編方針に基づきまして、耐震改修工事および建て替え工事を伴う新しい藤塚保育園、駒井保育園の定員についてご説明いたします。藤塚保育園は施設面積を拡大できない現状があり、定員を102名から98名、４名削減いたします。駒井保育園につきましては、建て替えにより面積を拡大し、99人から115人へ16人増員します。両保育園では、待機児解消策としていちばん待機児童の多い０歳から２歳児の定員を増やして、改修を図る考えで工事を実施しております。なお、狛江保育園は平成24年４月から仮園舎に転じます。よって、４月から仮園舎で新定員の受け入れを行います。

資料の報告事項としては以上ですが、追加報告といたしまして、現在、狛江市議会で条例議案審議中ですが、猪方前原学童保育所が第六小学校へ来年１月に移転いたします。条例議案が可決されましたら、猪方前原学童保育所は狛江学童保育所に名称変更されます。所在地は狛江市駒井町１丁目21番６号になります。来年の１月28日土曜日に引っ越しを予定しておりまして、１月30日から狛江学童保育所での通常保育を実施していきます。

委員長：　よろしいでしょうか。では報告事項の３番目にある「福祉作業所商品の採用について」の説明を福祉サービス支援室からお願いします。

事務局：　このたび、市内の福祉作業所で作成され、販売している商品を城南信用金庫の冬のキャンペーンの商品として、お使いいただけるというお話を城南信用金庫よりいただき、数回の打ち合わせを重ねまして、12月から１月にかけて市内の４カ所の福祉作業所でつくっている商品をバラエティーギフトとして使っていただけることになりました。

現在、第２回目の納品を各事業所がしていただいているところですが、今後、もしこれがうまくいけば、ほかの事業所からの受け入れ、いろいろ営業活動等をして、新規の受注の促進に向けて頑張っていきたいと思っております。

委員長：　これは、一般の新聞に出たのでしょうか。

事務局：　産経新聞で取り上げていただいております。

委員長：　狛江市内にあるいろいろな事業所は、どんどんやっていただくということで、促進していったらいいではないでしょうか。

本日の審議事項、報告事項については、以上でございますけれども、事務局から何かありますでしょうか。

事務局：　次回委員会の日程調整をさせていただければと思っております。次回は１月に第６回を開催させていただければと思っております。事務局といたしましては、１月24日を候補日にお願いできればと思っております。また第７回を３月に開催、できれば３月22日を予定させていただければと思っております。

会場については、特別会議室を予定しています。

事務局：　では、第６回を１月24日の６時半。第７回が３月22日の同じく６時半。よろしいでしょうか。

（委員了承）

委員長：　ありがとうございました。今年度はさまざまな計画の策定があり、この委員会の役割が大変重要になってきていますが、あと２回開催するということですので、各計画のご意見等について何かありましたら事務局へお寄せいただければと思います。

本日は、年末の大変お忙しい中、本当にありがとうございました。どうぞ皆さま、良いお年をお迎えください。ありがとうございました。
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